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４　財 産 に 関 す る 調 書
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〇　財産に関する説明

        

　（１）　土　　　地        

　　　　当年度末における現在高は、1,924,888.83 ㎡で、前年度より 253.58 ㎡増加している。このうち        

　　　行政財産は 1,219,654.44 ㎡、普通財産は 705,234.39 ㎡となっている。        

        

　（２）　建　　　物        

　　　　当年度末現在の延床面積は、197,406.47 ㎡で、前年度より 681.32 ㎡減少している。このうち行        

　　　政財産は延べ 189,719.74 ㎡、普通財産は延べ 7,686.73 ㎡となっている。        

        

　（３）　山　　　林        

　　　　当年度末現在の山林面積は、所有林が 596,440.75 ㎡、分収林が 34,574.00 ㎡で、合計 631,014.75

　　　㎡であり、年度中の増減はなかった。        

　　　　立木の推定蓄積量は、所有林が 19,471.77 ㎥、分収林が 754.00 ㎥で、合計 20,225.77 ㎥となり、        

　　　前年度より 97.00 ㎥増加している。        

        

　（４）　物　　　権        

　　　　地上権の今年度末現在高は、5,998 ㎡である。        

        

　（５）　有価証券        

　　　　なし　（ただし、出資金及び基金の一部を有価証券で保有）        

        

　（６）　出資による権利        

　　　　出資金は全国漁業信用基金協会出資金他13件で、伊予市水道事業会計出資金100,411千円、伊

　　　予市下水道事業会計出資金 310,239 千円及び（株）愛媛ＣＡＴＶ出資金 1,000 千円が増加となり、

　　　当年度末現在は 2,039,267 千円となっている。        

　　　　出捐金は愛媛県信用保証協会出捐金他 11 件で、（一財）愛媛県廃棄物処理センター設立出損金

　　　235 千円が減少し、当年度末現在は 47,407 千円となっている。        

        

　（７）　債　　　権        

　　　　本債権は住宅新築資金等貸付金で、年度中の増減はなく 81,135 千円となっている。        

        

　（８）　基　　　金        

　　　　一般会計の積立基金は 5,885,499 千円、特別会計の積立基金は 782,012 千円で、積立基金の総額

　　　は、6,667,511 千円となっており、前年度より 1,088,828 千円増加している。        
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１　予算の執行について 

　（１）収入未済額について           

　　　市税、国民健康保険税の徴収については、社会経済状況の低迷する中で、担当課において労を

　　多とするものであるが、税の公平負担を期する上からも徴収率の向上には格段の努力を期待する。

　　　なお、公営住宅及び住宅新築資金等貸付金ほか 8件についても、使用料等の徴収率の改善に向

　　けて、今後一層の努力を期待する。          
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※　自主財源　＝　市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰

　　　　　　　　　入金、繰越金、諸収入       

　　依存財源　＝　地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、 

　　　　　　　　　地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、環境性能割交付金、地方

　　　　　　　　　特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、国庫支出金、県   

　　　　　　　　　支出金、市債、法人事業税交付金

（２） 自主財源・依存財源について
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２　財政状況について  

　

　ア　財政力指数     

　　　当年度は、0.41 となっている。     

　　　財政力指数とは、普通地方交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得

　　た率の３年間の平均値のことで、財政力の強弱を示す指標として使われ、その数値が 1 に近く、

　　１を超えるほど財政力が強い（財源が豊富）とされている。     

      

　イ　経常収支比率     

　　　当年度は、89.7％となっている。     

　　　経常収支比率とは、経常経費（人件費や公債費などの義務的経費）に充てる一般財源（税や地

　　方交付税など使途を特定されない財源）の額を経常一般財源の総額で除して得た比率のことで、

　　財政構造の硬直度なり弾力性を判断する指標として使われ、この比率が高いほど余剰財源が少な

　　いことを示し、80％を超える場合は、その財政構造は弾力性を失いつつあるとされている。 

　ウ　公債費負担比率     

　　　当年度は、13.0％となっている。     

　　　公債費負担比率とは、財政構造の弾力性を判断する指標であり、公債費に充当された一般財源

　　の一般財源総額に占める割合を表す比率である。率が高いほど、財政運営の硬直性の高まりを示

　　す。公債費には、繰上償還や一時借入金利子に係るものも含まれる。目安として、15％を超える

　　と警戒ライン、20％を超えると危険ラインといわれている。     

      

　エ　実質収支比率     

　　　当年度は、8.9％となっている。     

　　　実質収支とは、歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度へ繰り越さなければならない財源（繰

　　越明許の財源など）を差し引いた額（剰余金又は欠損金）をいう。また、実質収支比率とは標準

　　財政規模に対する実質収支（剰余金）の比率をいい、その比率は３～５％程度が望ましいとされ

　　ている。     

      

　　※　３～５％程度とは＝後年度の財源調整のためこの程度の剰余金のあることが望ましく、また、
　　　　　　　　　　　　　あまり多額の剰余金を生じる場合は、行政水準の向上や住民負担の軽減
　　　　　　　　　　　　　に充てるべきであるとの意味である。   



審　査　意　見

　以上が、令和４年度一般会計及び特別会計決算審査の概要である。

　不安定な社会経済と行財政の急激な変化の中で、地方自治体をとりまく財政状況は非常に厳し

いものとなっている。

　また、超高齢社会の進展による扶助費等社会保障費の増加に対し、生産年齢人口は減少し、新

型コロナウイルス感染症の影響による所得の大幅な変動は見られないものの、税収の伸びは期待

できず、限られた財源の中で、社会保障関係費や公共施設の耐震化・更新に加え、地方創生関連

経費などの財政需要が増加し、厳しい財政運営が見込まれる。このような時代の潮流を的確に捉

え、多様化・高度化する行政課題に対応するため、行財政改革をはじめ、更なる「合理化・効率

化」を図り、長期的な視野に立った計画的な行政運営を行う必要がある。

　令和４年度決算の一般会計と特別会計を合わせた決算総額は、歳入が 29,261,103,861 円、歳出

が 27,809,712,180 円であり、前年度に比べ歳入が 1,006,901,291 円（3.3％）、歳出が 533,873,857 円

（1.9％）それぞれ減少している。

　実質収支においては、一般会計で 964,268,240 円の黒字決算、特別会計で 281,282,541 円の黒字

決算で、総額では 1,245,550,781 円の黒字決算となっていることは評価するものである。ただし、

特別会計の繰入額、繰出額を除く純計決算額では 7会計において赤字決算となっている。

　市債の年度末現在高は 22,839,682 千円であり前年度に比べ 755,700 千円 (3.2％) 減少している。

　普通会計における財政状況をみると、財政力を判断する財政力指数は 0.41（前年度 0.41）と横

ばいとなっている。財政構造の弾力性を示す経常収支比率については 89.7％（前年度 89.3％）と

上昇し、また一般財源のうち公債費に充当された割合を示す公債費負担比率についても13.0％

（前年度 12.6％）と上昇している。これらの数値は、いずれも財政基盤の弱さ、硬直化等がより高

まった傾向を示しており、今後一層財政の健全化に努められたい。

　自主財源、依存財源比率をみると、自主財源が 31.9％（前年度 28.8％）、依存財源が 68.1％（前

年度 71.2％）となっており、自主財源比率は上昇し、依存財源比率は低下している。厳しい環境

の中ではあるが、市民負担の公平性を確保する観点からも市税や使用料等の徴収とともに、公有

財産やふるさと納税の活用等、自主財源のより一層の確保に努められるよう望むものである。

　総合的に財政状況を判断すると概ね健全性を堅持していると認められる。今後においても、本

市財政の安定的な運営を維持しながら「第２次伊予市総合計画後期基本計画」の実現に向けた各

種施策の推進に努められたい。

　また、職員が公金の不適切処理や公文書の不適正な取り扱いを行ったことにより懲戒処分され

た件を受け、今後、全職員が再発防止策の徹底を図るとともに、更なる倫理観の徹底を図り、二

度とこのような不祥事を起こすことがないよう強く要望する。
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　おわりに、改めて市政推進の労をねぎらうとともに、今後とも持続可能な自治体運営に努め、

伊予市民が目指す新しい時代に対応したまちづくりに取り組まれることを期待する。
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